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企業に求められること
全てのステークホルダー（利害関係者）からの要求
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COP21「パリ協定」採択

 2℃目標（1.5℃努力目標）を達成するため、21世紀後半には温室効果
ガス排出実質ゼロを目指す

ESG投資を提唱する「国連 責任投資原則」（UN-PRI）に
年金積立金管理運用独立行政法人が署名

「持続可能な開発のための2030アジェンダ」採択
⇒ SDGsが採択された

ISO14001・2015年版 発行

 事業プロセスとの統合、脅威と機会、リーダーシップなど盛り込む

（おさらい）2015年に世界の潮流が変わった
※ 2015年は歴史の転換点
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「パリ協定」で世界が合意した目標

 平均気温上昇を（産業革命以前に比べ）

・「2℃より十分低く保つ」（2℃目標）

・「1.5℃に抑える努力を追求」（努力目標）

 このため「早期に温室効果ガス排出量をピークアウト」＋

「今世紀後半のカーボンニュートラルを実現」

カーボンニュートラル宣言

2020年10月 菅総理（当時）所信表明演説にて

パリ協定の目標とカーボンニュートラル

「我が国は、2050年までに、温室効果ガスの排出を全体と
してゼロにする、すなわち2050年カーボンニュートラル、
脱炭素社会の実現を目指すことを、ここに宣言いたします」
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温室効果ガスの排出量から植物などによる吸収量を引いた数値が、ゼロに近い数値になること

大幅に温室効果ガスの排出を抑え、削減できない分を自然やテクノロジーで吸収・除去し、結
果として正味ゼロ（ネットゼロ）を目指す、つまりニュートラルにするということ

【図：出所】経産省資源エネ庁『「カーボンニュートラル」って何ですか？（前編）～いつ、誰が実現するの？』から抜粋（2021年2月16日）

カーボンニュートラルとは



6 6

カーボンニュートラルへのシナリオ

【出所】経産省「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（本文 2021年6月18日）から抜粋
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企業のカーボンニュートラル

8
【出所】環境省「中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック（2021年3月）」から抜粋

http://www.env.go.jp/earth/SMEs_handbook.pdf

脱炭素化に向けた削減計画の策定

電化の検討（ボイラ、燃焼炉、車）

バイオマス・水素の可能性

運用改善・設備メンテナンス
設備の導入（高効率機器、LEDなど)

再エネ自家発電・自家消費
再エネ電力の購入（小売電気事業者）

再エネ電力証書等の購入
（組合せも）

http://www.env.go.jp/earth/SMEs_handbook.pdf
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何故？…電化の推進

Scope 1：事業場からの直接排出

● ガスの燃焼／燃料の燃焼による
温室効果ガス発生

Scope 2：供給エネルギー（電力）

● 電力に付帯する温室効果ガス
（実際には外部で発生）

Scope 3：事業場外への影響

制御し難い
Scope1の排出を
ゼロにする

省エネ＋国策
国の電源構成の
政策に頼ることも
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何故？…電化の推進 (2)

Scope 1：事業場からの直接排出

Scope 2：供給エネルギー（電力）

Scope 3：事業場外への影響

● 社員の移動（通勤・出張など）
● 輸送・運搬（製品・原材料・横持）
● 製品の流通・使用・廃棄
● 調達（原材料・副資材・部品）
● 廃棄物の運搬・処分

電化が進むことに
より、掌握・制御
がしやすくなる
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日本の電源構成 野心的シナリオ

【出展】JPEA  新エネルギー新聞2020年(令和2年)05月25日付
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電源の脱炭素化イメージ

【出展】電気事業連合会 Enelog Vol.46
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企業への要求（全てのステークホルダーより）

13

【出所】環境省「脱炭素経営による企業価値向上促進プログラム 参考資料」から抜粋
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/topic/20180627_02_action_list.pdf

ステークホルダー

＝ 利害関係者

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/topic/20180627_02_action_list.pdf
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経営トップのコミットメント（宣言）

科学的根拠に基づく（または第三者認証による）現状把握

正確で透明性の高い情報開示

▼

国際的なイニシアティブへの参加・認証登録

大手企業の取り組み
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カーボンニュートラル宣言企業

15

【出所】経産省「世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会 中間整理（2021/08/25）」から抜粋、一部加工
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/carbon_neutral_jitsugen/pdf/20210825_2.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/carbon_neutral_jitsugen/pdf/20210825_2.pdf
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[宣言]と[情報開示]   国際的イニシアティブ ①

気候関連財務情報開示タスクフォース
（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）

企業の財務が気候変動から受ける影響を考慮し、企業等に対

して、気候変動リスク及び機会に関する ガバナンス、戦略、

リスク管理、指標と目標についての情報開示を促す
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[宣言]と[情報開示]   国際的イニシアティブ ②

SBT：科学的根拠に基づいた(GHG排出削減)目標
パリ協定の 2℃（1.5℃努力）目標を達成するために、企業に対し、

科学的根拠に基づいて5年～15年の中長期で温室効果ガスの削減目標

と、目標を達成するための行動を求める

加盟企業は認定基準を満たすように温室効果ガスの削減目標を設定し、

これが認められれば、SBTの認定を受ける
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[宣言]と[情報開示]   国際的イニシアティブ

Renewable Energy 100
（再生可能エネルギー100％）

事業運営を100%再生可能エネルギーで調達

することを目標に掲げる企業が加盟・宣言

加盟条件に「世界的に認知されているなど

100GWh以上消費するような影響力がある企

業であること」など、大企業集団

日本独自のイニシアティブ
（中小企業版RE100)
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脱炭素経営イニシアティブへの参加状況

19

【出所】環境省「TCFD、SBT、RE100に取り組んでいる企業（2021年10月31日時点）」から抜粋
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財務情報と非財務情報

有価証券報告書 （財務情報）

金融商品取引法において株式などを発行する企業に開示が義務付けられた法定書類

アニュアルレポート（財務情報＋α）

投資判断を促すことを目的とし、企業が自主的に作成するツール

事業内容やその年度に取り組んだCSR（企業の社会的責任）活動を掲載

環境報告書／CSR報告書（非財務情報）

環境・CSR活動に特化した企業の取り組みで、中長期的な展望・成果を紹介

▼

統合報告書（有価証券報告書とCSR報告書の合体）

企業価値を向上させるため将来を見据えて長期的に取り組む事項を盛り込む

財務情報と非財務情報を「統合」し包括的な企業の成長プランをうたう

その他、情報の開示
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CDP：質問状による情報開示要求

21

【出所】CDPサプライヤーワークショップ「”CDPサプライチェーンプログラム」から抜粋
https://cdp-jp.net/common/cms_editor/uploads/files/1_CDP%20WS%20SC%20program.pdf

https://cdp-jp.net/common/cms_editor/uploads/files/1_CDP WS SC program.pdf
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CDP：質問項目と評価（スコア）

22

【出所】CDPウェビナー「スコープ3の把握・削減に向けて（2021/10/27）」から抜粋
https://cdn.cdp.net/cdp-production/comfy/cms/files/files/000/005/154/original/20211027_CDP_Scope3_Webinar_Final_R_Public.pdf

無回答企業の
スコアは、
（F）評価

https://cdn.cdp.net/cdp-production/comfy/cms/files/files/000/005/154/original/20211027_CDP_Scope3_Webinar_Final_R_Public.pdf
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CDP：回答者数の推移

23

【出所】CDPウェビナー「スコープ3の把握・削減に向けて（2021/10/27）」から抜粋
https://cdn.cdp.net/cdp-production/comfy/cms/files/files/000/005/154/original/20211027_CDP_Scope3_Webinar_Final_R_Public.pdf

https://cdn.cdp.net/cdp-production/comfy/cms/files/files/000/005/154/original/20211027_CDP_Scope3_Webinar_Final_R_Public.pdf


脱炭素経営でカーボンニュートラル
変化を捉え、企業にとってプラスとなるカーボンニュートラルのシナリオに
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お客さま、ビジネスパートナーからの要求

カーボンニュートラル宣言企業、脱炭素経営イニシアティブ参加企業

Scope1, 2 （自社事業場での温室効果ガス排出）だけでなく、

Scope３（原材料、製品、輸送、廃棄物、社員の通勤や移動などによる排出）

も把握または削減が求められる

⇒サプライチェーン全体の把握 ⇒サプライヤーへの要求

株主（投資家）、金融機関からの要求

投資行動の変化： ESG投融資

ステークホルダーの要求

京都府の補助金制度
サプライチェーン省エネ推進事業補助金～11月20日（3次募集）

お問い合せは、（一社）京都府産業廃棄物3R支援センター
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責任投資原則（PRI : Principles for Responsible Investment）

 国連グローバルコンパクト（UNGC）と 国連環境計画（UNEP）が推進

 世界で2,000以上の 機関・ファンドが署名（2018年4月現在）

 2015年9月16日 年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が署名

責任銀行原則（PRB)、持続可能な保険原則（PSI）

未来投資会議での首相発言

2018.06.04 第17回 未来投資会議で 安倍総理（当時）

投資・融資行動の変化

「もはや温暖化対策は、企業にとってコストではない。競争力の源泉
であります。環境問題への対応に積極的な企業に、世界中から資金が
集まり、次なる成長と更なる対策が可能となる。正に環境と成長の好
循環とも呼ぶべき変化が、この５年余りの間に、世界規模で、ものす
ごいスピードで進んでいます。（前後略）

（出所：官邸ホームページ「未来投資会議」）
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投融資の判断に非財務情報も加味

 投資家や金融機関が（長期的）投融資へ評価する非財務情報

 Environment（環境）

気候変動への対応・緩和／資源循環プラスチック問題対応／生物多様性

 Social（社会）

働き方改革／健康・労働安全衛生／ジェンダー平等

ダイバーシティ／地域への責任／人材開発

 Governance（ガバナンス）

腐敗行為防止／公正な競争／ハラスメント防止

【企業を木に例えると…】

財務情報： 地上部（枝ぶり・葉の拡がり・実の大きさ/数）

非財務情報： 地中部（根の健全性、根ざした状態）

ESG投融資とは
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経営戦略への取り込み（統合）

 中長期経営計画などに 環境・社会・ガバナンスが盛り込まれていること

 経営トップのコミットメント

 リスクと事業機会、製品・サービスに関する取り組みが明確

企業価値の向上に資する取り組み

 環境や社会に貢献する製品やサービスが、企業の根幹の事業であること

 売上計画など、経営基盤にも貢献する取り組み（開発）であること

具体的で明確な情報開示

 製品・サービスの 環境や社会への貢献度合いが、数値で明確

 企業自身への貢献度（売上予測など）も明白であること

ESGの情報開示と取り組みのレベル
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環境のPDCAが 経営･事業戦略のPDCAと同軸で回る

 環境経営は、両立から統合へ（経営戦略への取り込み）

リスクマネジメント

気候変動がもたらすリスク
・脱炭素社会への移行リスク

（インフラなどの劇的変化に対応できるか？）

・直接・間接の気候災害リスク

（資産への影響、原材料などの調達リスク）

気候変動がもたらす事業機会
・新たなイノベーション

・市場変化によるビジネスチャンス

環境マネジメントシステムの活用
― 経営戦略･事業プロセスとの統合 ―
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販売シェア
利益 確保

原価(コスト)

リダクション

歩留改善
良品率向上

原材料費低減製品機能向上

生産性向上
(時間あたり)

リードタイム
短縮

物流改善

経営課題

品質目標

廃棄物削減 エネルギー削減環境目標

経営と環境…統合の一例（イメージ）

意図した成果
であるべき
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1. 設備対策

 電化

 省エネ（高効率）設備への更新

 LED化、EV車導入 など

2. 生産性・品質向上

 時間生産性、資源単位生産性

 リードタイムなど稼働停滞時間の短縮

 不良発生・歩留の改善

 営業効率・事務効率

省エネ・省電力の基本
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予防保全とエネルギーマネジメント

設備保全・更新のあるべき姿

寿命が来たら（壊れたら）設備を更新

壊れる前には機能低下、エネルギー効率低下

 耐用年数と日常点検･メンテナンスから、更新時期を判断（予防保全）

 計画的な設備更新

エネルギーマネジメント

 電力系統図・設備一覧表を整備

 系統ごとに電力（エネルギー）使用の大きい設備を特定

 「著しいエネルギー設備」として、運用管理

×

「省エネ投資計画」の策定
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脱炭素社会を ビジネスチャンスに

 電化の進む社会 … 電気設備､EV車 増 ⇒ 販売・整備・修理・部品供給など

 エネルギーの新たなイノベーション ⇒ 開発参入、再エネ電力販売など

 炭素(CO2)に付加価値 ⇒ 排出権取引に関連するサービス等

 脱炭素化に向けた経済的インセンティブのビジネス利用

ネガティブ・リスクを 回避し、チャンス化

 インフラ激変・設備更新の必要性 ⇒ 補助金制度などの活用で最適化

 気候変動による災害 ⇒ 緊急時対応・BCP ⇒ 防災用品・備蓄品

 温暖化による熱病・感染症の蔓延 ⇒ 衛生用品・医療機器・医薬品

▼

マテリアリティ（経営上の重要課題）と捉える

リスクマネジメント
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経営課題
競争優位／知的財産確保

コア技術向上／イノベーション

環境
気候変動への対応・緩和

資源循環／プラスチック問題対応

社会
働き方改革／健康・労働安全衛生

ジェンダー／ダイバーシティ

人材確保／人材開発

ガバナンス
腐敗行為防止／反社会勢力隔絶

ハラスメント／法令順守

マテリアリティ（重要課題）の特定…マッピング

社
会
（
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
）
に
と
っ
て
の
重
要
度

企業（自社）にとっての重要度

マテリアリティ

高

高
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特定したマテリアリティは、経営戦略上の重要な課題である

各々のマテリアリティについては、解決（到達）すべきゴールを
定め、到達するための行動計画を策定する

ゴールに到達するために、その達成度合いを計測・監視するため
の定量的な指標「主要業績評価指標： KPI」を設定する

KPI（Key Performance Indicator ）

KPIは、経営会議など社内の重要な会議でその進捗を確認するこ
とになる

KPIの設定
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企業のミッションステートメント

マテリアリティ選定

KPIの設定

内部の課題

外部の課題

ステークホルダーのニーズと期待

● 生産性の向上

● 品質改善（歩留など）

● ・・・

● ・・・

環境影響

ミッション／KPI 達成

脅威と機会（ポジティブ／ネガティブリスク）

人・物などの変化

継続的改善

環境パフォーマンス向上
（意図した成果）

KPI：
主要業績評価指標
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（財務情報） （非財務情報）

ミッション／KPI 達成
環境パフォーマンス向上

（意図した成果）

ESG 企業評価向上

企業価値 向上 ／企業存続・成長

業績貢献／事業拡大

長期視点
ESG投融資
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全てのステークホルダーの要求であるカーボンニュートラル（脱炭素）
取り組みの第一歩は、現状把握と電化の検討から

大手企業は自主的に取り組み、コミット（宣言）し、その取り組み範囲
をサプライチェーンにも拡げる
⇒ サプライヤーにとっては、お客さま企業が直接の要求者

ボランティアの社会奉仕活動ではなく、本業としての取り組みで企業価
値の向上に繋がるものにするべき！
大切なのは、経営戦略プロセスとの統合‼

市場の変化を捉え、企業にとってプラスとなるカーボンニュートラルへ
のシナリオを考えましょう

まとめ


